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本書で取り上げた事例一覧

第1部	 令和４年度（2022年度）の小規模事業者の動向
※第1部は中小企業庁ウェブサイトにて掲載

第２章　激変する外部環境と中小企業の取組
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

1-2-1 株式会社神戸工業試験場
兵庫県
播磨町
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況を商機と捉え、水素分野などグリーン成長分
野への事業再構築を進める企業

Ⅰ-70

1-2-2 株式会社日本テクノ
埼玉県
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『攻めのGX』により、顧客企業のカーボンニュー
トラルに貢献する企業
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滋賀県
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度で社員の定着につなげ、成長を遂げている企
業

Ⅰ-90

第４章　中小企業におけるイノベーション
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

1-4-1 日伸工業株式会社
滋賀県
大津市

自社のコア技術とマーケットニーズを結び付け、
新たな事業分野へのイノベーションを続ける企
業

Ⅰ-119

第５章　地域内の企業立地
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

1-5-1 株式会社マイン
愛知県
刈谷市

自動化・省力化を進めることで海外生産ライン
の国内回帰を図り、国内生産のメリットをいか
しながら更なる成長を目指す企業

Ⅰ-148

1-5-2 北上市
岩手県
北上市

企業誘致とともに、域内企業の雇用支援やフォ
ローアップに積極的に取り組む自治体

Ⅰ-168

1-5-3 熊本県 熊本県 TSMCの進出を機に、半導体産業の更なる成長
と強固な産業基盤の構築を目指す自治体

Ⅰ-169
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第２部	 �地域課題を解決し、持続的な発展を遂げる�
小規模事業者

第１章　地域の持続的発展を支える事業者（地域課題解決等）
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Ⅱ-13
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石川県
七尾市

椅子再生事業を通じ、『直して使う』という価値
観を広げ、SDGsに貢献する企業

Ⅱ-14

2-1-3 株式会社ウエルクリエイト
福岡県
北九州市

地域課題の解決に向けて、自治体等と連携して
取り組み、事業を複数地域に展開することで、
収益確保につなげている企業

Ⅱ-20

2-1-4
一般社団法人ソーシャル企業 
認証機構

京都府
京都市

地域の社会課題解決に取り組む事業者の取組を
評価・認証し、地域社会のソーシャルマインド
の醸成を目指す団体

Ⅱ-24

2-1-5 一般財団法人社会変革推進財団
東京都
港区

地域における社会課題解決に取り組む事業者へ
資金が流入しやすい環境整備に向けて、インパ
クト投資の促進等に取り組む団体

Ⅱ-29

2-1-6 株式会社滋賀銀行
滋賀県
大津市

地域課題の解決に取り組む企業に対し、資金供
給やコンサルティングを行う金融機関

Ⅱ-30

2-1-7 株式会社ソーシャル・エックス
東京都
渋谷区

地域課題の解決に向けて、自治体と企業の両者
をつなげ、連携を支援している企業

Ⅱ-38

2-1-8 神戸市
兵庫県
神戸市

地域課題の解決に向け、実証段階から事業者と
連携し、高い課題解決率と実装までの事業継続
率につなげている自治体

Ⅱ-39

2-1-9 株式会社ふくべ鍛冶
石川県
能登町

地域において、事業承継を行いながら新しい取
組に挑戦し、事業の持続的な成長を目指してい
る企業

Ⅱ-55

2-1-10 株式会社あしたのたのしみ
沖縄県
浦添市

就業経験等により専門知識を身に付けた上で創
業し、その後も順調に経営を続けている企業

Ⅱ-56

第２章　中小企業・小規模事業者の共通基盤
事例 企業名等 所在地 事例 掲載ページ

2-2-1 八戸東和薬品株式会社
青森県
八戸市

事業承継を契機としてデジタル化の取組を進展
させ、出荷業務の効率化や従業員のエンゲージ
メント向上につなげた企業

Ⅱ-88

2-2-2
Jマテ．カッパープロダクツ 
株式会社

新潟県
上越市

既存業務の棚卸しと現場の改善活動により『デ
ジタル化でできること』を明確化し、業務時間
の大幅な削減に成功した企業

Ⅱ-109

2-2-3 株式会社みらい蔵
大分県
豊後大野市

経営ビジョンを策定しDXの方針を明確化した上
で、KPIに基づくDXの取組を進める企業

Ⅱ-110
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2-2-4 協和工業株式会社
愛知県
大府市

システム開発会社と連携し、デジタル化による
業務効率化を実現した企業

Ⅱ-118

2-2-5
株式会社 
サーフ・エンジニアリング

神奈川県
綾瀬市

顧客の利益のためにトライ＆エラーで知見を積
み重ねたことで、自社の情報管理のデジタル化
に成功した企業

Ⅱ-119

2-2-6 新潟県DX推進プラットフォーム
新潟県
新潟市

本質的なDXの推進を徹底することで、高い熱量
の維持と連携の強さにつなげている支援コミュ
ニティ

Ⅱ-141

2-2-7 DX共創ラボ in九州コミュニティ
福岡県
福岡市

13社がタッグを組み、幅広いソリューションで
企業ニーズに合ったDX支援を進める支援コミュ
ニティ

Ⅱ-142

2-2-8 山京インテック株式会社
長野県
飯田市

伴走支援を通じて、自ら課題を考え、解決に取
り組む姿勢が全社的に定着し、更なる成長につ
なげている企業

Ⅱ-163

2-2-9 宮城県よろず支援拠点
宮城県
仙台市

『経営力再構築伴走支援』に注力し、組織として、
ノウハウの蓄積や形式知化を進めている支援機
関

Ⅱ-164

2-2-10 秋田県商工会連合会
秋田県
秋田市

支援能力の見える化により、効率的な育成の仕
組みを構築し、経営指導員の支援能力の向上に
つなげている支援機関

Ⅱ-183

2-2-11 呉広域商工会
広島県
呉市

事業者の成長ステージを見える化し、相談員同
士の連携や支援ノウハウの蓄積につなげている
支援機関

Ⅱ-184

2-2-12 石川県商工会連合会
石川県
金沢市

各商工会の支援状況の見える化とPDCAサイク
ルの実施を促す仕組みの構築により、支援能力
の向上を図る支援機関

Ⅱ-185

2-2-13 斜里町商工会
北海道
斜里町

他の支援機関と連携して支援を行うことで、事
業者の課題解決と自機関の支援能力向上につな
げている支援機関

Ⅱ-199

小規模企業白書  2023 vv



Contents  2023 White Paper on Small Enterprises in Japan

本書で取り上げたコラム一覧

第1部	 令和４年度（2022年度）の小規模事業者の動向
※第1部は中小企業庁ウェブサイトにて掲載

第1章　中小企業・小規模事業者の動向
コラム タイトル 掲載ページ

1-1-1 外食・宿泊業における、業態による状況の差異 Ⅰ-5

1-1-2 物価変動の要因分解 Ⅰ-38

第２章　激変する外部環境と中小企業の取組
コラム タイトル 掲載ページ

1-2-1 事業再構築補助金 Ⅰ-53

1-2-2 事業再構築虎の巻 Ⅰ-56

1-2-3 中小企業におけるカーボンニュートラル促進に向けた取組 Ⅰ-72

第３章　中小企業の実態に関する構造分析
コラム タイトル 掲載ページ

1-3-1 価格転嫁の促進や生産性向上を通じて、賃上げに取り組む中小企業 Ⅰ-89

1-3-2 生産性と企業のライフサイクル Ⅰ-93

1-3-3
生産性向上・利益の増加と、可処分所得や可処分時間の増加を同時に実現している地域の中小
企業

Ⅰ-109

第４章　中小企業におけるイノベーション
コラム タイトル 掲載ページ

1-4-1 中小企業のイノベーションの創出 Ⅰ-120

1-4-2 成長型中小企業等研究開発支援事業（通称：Go-Tech事業） Ⅰ-123

1-4-3 社会課題解決×知的財産～特許庁 I-OPENプロジェクト～ Ⅰ-126

1-4-4 スタートアップの持つ新技術の社会実装 Ⅰ-129

第５章　地域内の企業立地
コラム タイトル 掲載ページ

1-5-1 TSMC進出による九州地域への経済波及効果 Ⅰ-170

1-5-2 地域未来投資促進法 Ⅰ-173

2023 White Paper on Small Enterprises in Japanvivi



Contents  2023 White Paper on Small Enterprises in Japan

第２部	 �地域課題を解決し、持続的な発展を遂げる�
小規模事業者

第１章　地域の持続的発展を支える事業者（地域課題解決等）

コラム タイトル 掲載ページ

2-1-1 自治体連携をステップに成長するソーシャル・ベンチャー Ⅱ-40

2-1-2 官民共創 Ⅱ-43

2-1-3 まちづくりと商店街の再構築 Ⅱ-50

第２章　中小企業・小規模事業者の共通基盤
コラム タイトル 掲載ページ

2-2-1 価格転嫁に向けた取組 Ⅱ-69

2-2-2 パートナーシップ構築宣言に関する取組状況 Ⅱ-74

2-2-3 デジタルプラットフォーム取引相談窓口 Ⅱ-111

2-2-4 ミラサポコネクト Ⅱ-130

2-2-5 「みらデジ」を活用した、地域一体の中小デジタル化支援 Ⅱ-143

2-2-6 経営力再構築伴走支援の更なる推進に向けた取組 Ⅱ-165

2-2-7 企業の自己変革力の向上を促す伴走支援のポイント Ⅱ-168

2-2-8 課題設定型支援を地域の経営支援の現場に広める経営指導員等を対象としたOJT事業の取組 Ⅱ-172

2-2-9 中小企業活性化協議会による業種別の支援事例集 Ⅱ-200

小規模企業白書  2023 viivii



Contents  2023 White Paper on Small Enterprises in Japan

本文を読む前に（凡例）

１　	この報告の中で、中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」をい
う。また、小規模企業とは、同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。さらに、中規模
企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。「中小企業者」、「小規模企業者」につい
ては、具体的には、下記に該当するものを指す。

業　種
中小企業者（下記のいずれかを満たすこと） うち小規模企業者

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員

① 製造業・建設業・運輸業 
その他の業種（②～④を除く）※ 3億円以下 300人以下 20人以下

②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

③サービス業※ 5,000万円以下 100人以下 5人以下

④小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下

※下記業種については、中小企業関連立法における政令に基づき、以下のとおり定めている。

【中小企業者】

①製造業
・ゴム製品製造業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員900人以下
③サービス業
・ソフトウェア業・情報処理サービス業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員300人以下
・旅館業：資本金5,000万円以下又は常時雇用する従業員200人以下

【小規模企業者】

③サービス業
・宿泊業・娯楽業：常時雇用する従業員20人以下

２　	この報告では、一般に公表されている政府の統計資料を再編加工したものや民間諸機関の調査等を
主として利用した。資料の出所、算出方法、注意事項等についてはそれぞれの使用箇所に明記して
あるが、統計ごとに共通する注意事項は以下のとおりである。なお、この報告でいう「再編加工」
とは、各統計調査の調査票情報を中小企業庁で独自集計した結果であることを示す。

（１）経済産業省「企業活動基本調査」
従業者数50人以上かつ資本金又は出資金3,000万円以上の法人企業を調査対象としている

ため、調査結果には小規模企業が含まれていないことに注意を要する。なお、本調査の正式
名称は「経済産業省企業活動基本調査」だが、本書においては「企業活動基本調査」と記述
することとする。
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（２）財務省「法人企業統計調査年報」及び「法人企業統計調査季報」
法人企業を対象としているため、特に小規模層については、全体的な傾向を示すものでは

ない。また、標本抽出と回収率の点から見て、小規模法人の調査結果については幅を持って
考える必要がある。なお「季報」は、資本金1,000万円未満の法人を含んでいないことに注
意を要する。

（３）	総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス	‐	基礎調査」及び総務省・経済産業省「経
済センサス	‐	活動調査」
本統計は事業所単位及び企業単位双方で集計されている。この報告において、本統計を利
用した企業ベースの分析には、個人事業者も含む。ただし、個人事業者については、名寄せ
ができないため、「本所・本店」のみの従業者数により企業規模の判定を行っている。また、
「経済センサス	‐	基礎調査」及び「経済センサス	‐	活動調査」は、「事業所・企業統計調査」
と調査の対象は同様だが、調査手法が異なることから、「事業所・企業統計調査」との差数が
全て増加・減少を示すものではないことに注意を要する。

３　	中小企業・小規模事業者に関する統計を見ていく場合、中小企業・小規模事業者は大企業と異な
り、指標によっては企業間のばらつきが大きいため、平均値は中小企業・小規模事業者の標準的な
姿を代表していない可能性があることに注意を要する。

４　各統計値については、過去分に渡って更新される可能性がある。

５　この報告に掲載した我が国の地図は、我が国の領土を包括的に示すものではない。
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中中小小企企業業白白書書・・小小規規模模企企業業白白書書ににつついいてて 

・中小企業白書は、中小企業基本法に基づく年次報告。2023 年版で 60 回目。 

・小規模企業白書は、小規模企業振興基本法に基づく年次報告。2023 年版で９回目。 

  

● 中中小小企企業業基基本本法法（（抄抄））  

（年次報告等）  

第十一条  政府は、毎年、国会に、中小企業の動向及び政府が中小企業に関して講

じた施策に関する報告を提出しなければならない。  

２ 政府は、毎年、中小企業政策審議会の意見を聴いて、前項の報告に係る中小企業

の動向を考慮して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提

出しなければならない。 

 

● 中中小小企企業業基基本本法法上上のの中中小小企企業業のの定定義義  

中中⼩⼩企企業業 ううちち
⼩⼩規規模模事事業業者者

業業種種 資資本本⾦⾦ ままたたはは 従従業業員員 従従業業員員
製製造造業業
そそのの他他 3億円以下 300⼈以下 20⼈以下

卸卸売売業業 1億円以下 100⼈以下 5⼈以下

ササーービビスス業業 5,000万円以下 100⼈以下 5⼈以下

⼩⼩売売業業 5,000万円以下 50⼈以下 5⼈以下
 

 

企企業業数数((22001166年年))
  

従従業業者者数数((22001166年年))
  

付付加加価価値値額額((22001155年年))
 

中中⼩⼩企企業業はは全全企企業業のの 9999..77%%            中中⼩⼩企企業業のの従従業業者者はは全全体体のの約約 7700%%      中中⼩⼩企企業業のの付付加加価価値値はは全全体体のの約約 5533%%  

⼩規模事業者
約1,044万⼈

(22.3%)

中規模企業
約2,176万⼈

(46.5%)

⼤企業
約1,459万⼈

(31.2%)

 

 

⼩規模事業者
約304.8万者

(84.9%)

中規模企業
約53.0万者
(14.8%)

⼤企業
約1.1万者
(0.3%)

⼩規模事業者
約35.7兆円
(14.0%)

中規模企業
約99.4兆円
(38.9%)

⼤企業
約120.5兆円

(47.1%)
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